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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第69期

第３四半期連結
累計期間

第70期
第３四半期連結
累計期間

第69期
第３四半期連結
会計期間

第70期
第３四半期連結
会計期間

第69期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    12月31日

自  平成21年
    10月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成22年
    10月１日
至  平成22年
    12月31日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成22年
    ３月31日

売上高 (百万円) 9,176 10,026 2,913 3,095 13,182

経常利益又は経常損失
(△)

(百万円) △56 206 △27 △89 352

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(百万円) △189 127 △70 △169 157

純資産額 (百万円) ― ― 12,907 13,325 13,319

総資産額 (百万円) ― ― 16,840 17,331 17,254

１株当たり純資産額 (円) ― ― 585.71 604.63 604.32

１株当たり四半期
(当期)純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(円) △8.62 5.77 △3.22 △7.69 7.14

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 76.5 76.7 77.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 385 1,232 ― ― 589

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 82 △76 ― ― 43

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △79 △126 ― ― △84

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 5,044 6,233 5,204

従業員数 (名) ― ― 695 715 686

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第70期第３四半期連結累計期間及び第69期

は潜在株式が存在しないため、第69期第３四半期連結累計期間、第69期第３四半期連結会計期間及び第70期第

３四半期連結会計期間は１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名)
715
(94)

(注) １　従業員数は就業人員であります。 

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)でありま

す。 

３　臨時従業員は、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。 

　

(2) 提出会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名)
573
(93)

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)であります。

３　臨時従業員は、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。 
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績は次のとおりであります。
　

セグメントの名称 生産高(百万円)
前年同四半期比

(％)

通信機器事業 2,780 1.4

合計 2,780 1.4

(注) １　金額は、販売標準価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績は次のとおりであります。
　

セグメントの名称 受注高(百万円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(百万円)

前年同四半期比
(％)

通信機器事業 3,270 △2.3 944 △8.2

合計 3,270 △2.3 944 △8.2

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績は次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

通信機器事業 3,095 6.2

合計 3,095 6.2

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合
　

相手先

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

㈱日立製作所 1,118 38.4 1,046 33.8

西日本電信電話㈱ 220 7.6 326 10.5

東日本電信電話㈱ 352 12.1 255 8.3

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

本文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において、当社グループが判断したものであり

ます。

(1) 経営成績の分析 

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、新興国の需要や国内の経済対策効果等により一部

で回復の兆しが見えたものの、米国の景気減速や欧州の金融不安による円高の進行が継続し、先行きへの

不安が払拭できず不透明な状況が続いております。

また、不安定な政治情勢による雇用および所得環境の回復が弱く、政策支援の縮小や終了で景気の先行

きは不安感が増しており、企業の経営環境は依然厳しい状況が続いております。

当通信機業界におきましては大きな変革期を迎えております。全国光ファイバー網を使ったサービス

の転換が進みつつあり、電話・放送・データ通信を一体化するトリプル・プレイ・サービス等も普及し

つつあります。また、ＮＧＮ（次世代ネットワーク）への移行にともなう新製品開発競争が高まっており

ます。

このような状況下で当社グループでは、システムソリューションとしての製品提案に注力するととも

に、顧客のニーズを第一に考えた新製品開発に取り組んでまいりました。主力のビジネスホンにおきまし

ては、ＩＰカメラドアホン接続、携帯電話ブラウザ連携機能強化、ＮＧＮ対応力強化、介護施設向け対応力

強化等の機能追加の開発に注力しております。収益面におきましては、ビジネスホンの販売シェアアップ

に取り組んでまいりました。また、各種無人装置の管理等で使用されるＰＨＳモジュール製品は堅調に推

移しております。一方、経営体質の強化を図るために、設備投資の抑制、固定費の削減等のトータルコスト

ダウン活動につきましては継続的に取り組んでまいりました。

４月からスタートした中期経営計画は初年度にあたり、「情報ネットワークの変化に対応した研究開

発に注力すると共に物づくりに真摯に取り組み、情報通信市場で独自の地位を築く」を経営ビジョンと

して掲げ、２つの重点施策である事業構造の改革と経営体質の強化に取り組んでおります。

当第３四半期連結会計期間の業績については、売上高3,095百万円(前年同期比6.2％増)、営業損失121

百万円(前年同期営業損失60百万円)、経常損失89百万円(前年同期経常損失27百万円)、四半期純損失169

百万円(前年同期四半期純損失70百万円)となりました。

　

(2) 財政状態の分析

① 資　産

総資産は前連結会計年度末に比べ77百万円増加し、17,331百万円となりました。

流動資産は前連結会計年度末に比べ880百万円増加し、11,775百万円となりました。これは主に、受取

手形及び売掛金の減少416百万円があったものの、現金及び預金の増加1,022百万円、仕掛品の増加125

百万円、商品及び製品の増加98百万円があったこと等によるものであります。

固定資産は前連結会計年度末に比べ803百万円減少し、5,555百万円となりました。これは主に、投資

有価証券の減少419百万円、前払年金費用の減少110百万円、有形固定資産の減少109百万円、無形固定資
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産の減少85百万円があったこと等によるものであります。

② 負　債

負債は前連結会計年度末に比べ71百万円増加し、4,005百万円となりました。

流動負債は前連結会計年度末に比べ328百万円増加し、3,169百万円となりました。これは主に、支払

手形及び買掛金の増加368百万円があったこと等によるものであります。

固定負債は前連結会計年度末に比べ257百万円減少し、836百万円となりました。これは主に、繰延税

金負債の減少109百万円、長期未払金の減少89百万円、役員退職慰労引当金の減少23百万円があったこ

と等によるものであります。

③ 純資産

純資産は前連結会計年度末に比べ6百万円増加し、13,325百万円となりました。これは主に、その他有

価証券評価差額金の減少11百万円があったものの、利益剰余金の増加16百万円があったこと等による

ものであります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物の四半期末残高は、第２四半期連結会計期間

末と比べ757百万円増加し、6,233百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によって得られたキャッシュ・フローは、前年同期に比べ535百万円増加し、685百万円(前

年同期比356.4％増)となりました。これは主に、たな卸資産の増加額207百万円、税金等調整前四半期純

損失130百万円があったものの、売上債権の減少額477百万円、仕入債務の増加額276百万円、ソフトウエ

ア償却費115百万円、減価償却費93百万円があったこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によって得られたキャッシュ・フローは、76百万円(前年同期の投資活動によって使用され

たキャッシュ・フロー139百万円)となりました。これは主に、ソフトウエアの取得による支出94百万円

があったものの、投資有価証券の償還による収入200百万円があったこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によって使用されたキャッシュ・フローは、前年同期に比べ0百万円減少し、5百万円(前年

同期比4.4％減)となりました。これは主にリース債務の返済による支出4百万円があったこと等による

ものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は273百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 95,899,000

計 95,899,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,974,81623,974,816
東京証券取引所
市場第１部

単元株式数は
1,000株で
あります。

計 23,974,81623,974,816― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年12月31日 ─ 23,974 ─ 4,909 ─ 1,020

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

   (自己保有株式) 
 普通株式  1,942,000

―
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

　 (相互保有株式）
普通株式     36,000

― 同上

完全議決権株式(その他) 普通株式 21,751,000 21,751 同上

単元未満株式 普通株式  　245,816 ― 同上

発行済株式総数          23,974,816 ― ―

総株主の議決権 ― 21,751 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株(議決権5個)含まれて

おります。 

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式48株が含まれております。 
　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 
㈱ナカヨ通信機

群馬県前橋市
総社町一丁目３番２号

1,942,000 ― 1,942,0008.10

(相互保有株式)
ナカヨ電子サービス㈱

東京都世田谷区
桜上水二丁目８番10号

36,000 ― 36,000 0.15

計 ― 1,978,000 ― 1,978,0008.25

(注)　株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)あります。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めております。 

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 ９月 10月 11月 　12月

最高(円) 214 207 191 188 179 178 174 185 199

最低(円) 190 168 166 160 161 156 146 146 178

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１

日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,886 3,864

受取手形及び売掛金 ※2
 4,029 4,446

有価証券 1,416 1,415

商品及び製品 395 296

仕掛品 377 252

原材料及び貯蔵品 511 435

その他 164 190

貸倒引当金 △6 △6

流動資産合計 11,775 10,894

固定資産

有形固定資産 ※1
 1,849

※1
 1,959

無形固定資産 680 766

投資その他の資産

投資有価証券 1,506 1,925

その他 1,520 1,708

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 3,025 3,633

固定資産合計 5,555 6,359

資産合計 17,331 17,254

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2
 2,081 1,713

短期借入金 40 40

未払法人税等 21 40

製品保証引当金 82 93

賞与引当金 59 149

その他 884 804

流動負債合計 3,169 2,840

固定負債

退職給付引当金 50 54

役員退職慰労引当金 3 26

負ののれん 51 69

その他 731 944

固定負債合計 836 1,094

負債合計 4,005 3,934
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,909 4,909

資本剰余金 4,510 4,510

利益剰余金 4,147 4,130

自己株式 △411 △411

株主資本合計 13,155 13,138

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 144 156

評価・換算差額等合計 144 156

少数株主持分 25 24

純資産合計 13,325 13,319

負債純資産合計 17,331 17,254
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 9,176 10,026

売上原価 7,235 7,793

売上総利益 1,940 2,232

販売費及び一般管理費 ※
 2,077

※
 2,103

営業利益又は営業損失（△） △136 129

営業外収益

受取利息 16 11

受取配当金 35 35

負ののれん償却額 17 17

その他 31 31

営業外収益合計 101 96

営業外費用

支払利息 1 1

支払手数料 18 18

その他 1 0

営業外費用合計 21 20

経常利益又は経常損失（△） △56 206

特別利益

投資有価証券売却益 2 1

特別利益合計 2 1

特別損失

固定資産廃棄損 14 10

投資有価証券評価損 － 105

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 13

その他 － 0

特別損失合計 14 129

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△67 78

法人税、住民税及び事業税 13 12

法人税等調整額 105 △62

法人税等合計 118 △50

少数株主損益調整前四半期純利益 － 128

少数株主利益 3 1

四半期純利益又は四半期純損失（△） △189 127
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 2,913 3,095

売上原価 2,295 2,523

売上総利益 618 571

販売費及び一般管理費 ※
 678

※
 693

営業損失（△） △60 △121

営業外収益

受取利息 6 4

受取配当金 14 14

負ののれん償却額 5 5

保険配当金 － 9

その他 12 5

営業外収益合計 38 38

営業外費用

支払利息 0 0

支払手数料 6 6

その他 0 0

営業外費用合計 6 6

経常損失（△） △27 △89

特別利益

投資有価証券売却益 2 －

特別利益合計 2 －

特別損失

固定資産廃棄損 1 0

投資有価証券評価損 － 40

その他 － 0

特別損失合計 1 41

税金等調整前四半期純損失（△） △26 △130

法人税、住民税及び事業税 3 3

法人税等調整額 41 35

法人税等合計 44 39

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △169

少数株主損失（△） △0 △0

四半期純損失（△） △70 △169
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△67 78

減価償却費 268 253

ソフトウエア償却費 373 343

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 △0

賞与引当金の増減額（△は減少） △89 △89

製品保証引当金の増減額（△は減少） △24 △10

退職給付引当金の増減額（△は減少） △86 △3

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △23 △23

受取利息及び受取配当金 △52 △47

投資有価証券評価損益（△は益） － 105

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 13

売上債権の増減額（△は増加） 449 416

たな卸資産の増減額（△は増加） △276 △299

仕入債務の増減額（△は減少） △56 368

長期未払金の増減額（△は減少） △207 △89

その他 105 176

小計 309 1,192

利息及び配当金の受取額 52 47

利息の支払額 △1 △1

法人税等の支払額 △26 △18

法人税等の還付額 51 12

営業活動によるキャッシュ・フロー 385 1,232

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △69 △75

定期預金の払戻による収入 425 75

有形固定資産の取得による支出 △253 △119

ソフトウエアの取得による支出 △208 △262

投資有価証券の取得による支出 － △101

投資有価証券の償還による収入 200 400

その他 △11 6

投資活動によるキャッシュ・フロー 82 △76

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △67 △111

その他 △12 △15

財務活動によるキャッシュ・フロー △79 △126

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 388 1,028

現金及び現金同等物の期首残高 4,655 5,204

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 5,044

※
 6,233
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年12月31日)

会計処理基準に関する事項の変更

　「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３　　月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）

を適用しております。

　これによる、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益に与える影響は軽微であります。また、税金等

調整前四半期純利益は13百万円減少しております。　

　

【表示方法の変更】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

(四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第３四半期連結累計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。
 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　前第３四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「投資

有価証券の取得による支出」は重要性が増加したため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとして

おります。なお、前第３四半期連結累計期間の「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる

「投資有価証券の取得による支出」は0百万円であります。

　

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

(四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第３四半期連結会計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。
 

　

【簡便な会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

１　棚卸資産の評価方法

棚卸資産の簿価切下げにあたっては、収益性が低下していることが明らかな棚卸資産についてのみ正味売却

価額を見積り、簿価切下げを行っております。

２　税金費用の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に

よっております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

 

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※1　有形固定資産の減価償却累計額　    5,747百万円※1　有形固定資産の減価償却累計額 　 　5,824百万円

※2　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

ては、満期日に決済が行われたものとして処理して

おります。

※2　　　　　 　────────

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の

休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が、四半期連結会計期間末残高から除かれて

おります。 　
　     受取手形　　　　　　　　　　　　 　16百万円 　
       支払手形　　　　　　　　　　　　 　54百万円 　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
　　　　　　（自　平成22年４月１日
　　　　　　　至　平成22年12月31日）

※　販売費及び一般管理費の主なもの

製品保証引当金繰入額 26百万円

給与及び手当 639百万円

賞与引当金繰入額 13百万円

退職給付費用 34百万円

※　販売費及び一般管理費の主なもの

製品保証引当金繰入額 37百万円

給与及び手当 698百万円

賞与引当金繰入額 18百万円

退職給付費用 63百万円

　

第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
　　　　　　（自　平成22年10月１日
　　　　　　　至　平成22年12月31日）

※　販売費及び一般管理費の主なもの

製品保証引当金繰入額 14百万円

給与及び手当 197百万円

賞与引当金繰入額 13百万円

退職給付費用 10百万円

※　販売費及び一般管理費の主なもの

製品保証引当金繰入額 9百万円

給与及び手当 230百万円

賞与引当金繰入額 18百万円

退職給付費用 21百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
　　　　　　　(自　平成22年４月１日
　　　　　　　 至　平成22年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 3,703百万円

有価証券 1,415  〃

　　　計 5,118百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △　　74  〃

現金及び現金同等物 5,044百万円
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 4,886百万円

有価証券 1,416  〃

　　　計 6,303百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △　 70  〃

現金及び現金同等物 6,233百万円

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　

至　平成22年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 23,974,816

　
　
２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,977,792

　
　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(１)配当金支払額

決議 株式の種類配当金の総額（百万円）
1株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日
定時株主総会 普通株式 110 5.00平成22年3月31日 平成22年6月30日 利益剰余金

　

　(２)基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、

　　　配当の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの。

　　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累

計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

当社及び連結グループは有線および無線通信機器に関する製造販売の単一事業を営んでおり、事業の

種類別セグメント情報については該当事項はありません。 

　

【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累

計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

在外連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。 

　

【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累

計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため海外売上高の記載を省略しております。 

　

【セグメント情報】

当社グループは、通信機器事業の単一のセグメントであるため、記載を省略しております。

　(追加情報)

第1四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第20号　平成20年３月21日）を適用しております。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 604.63円
　

　 　

　 604.32円
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第３四半期連結累計期間

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △8.62円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －
　

１株当たり四半期純利益金額 5.77円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   －

　

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、当第３四半期連結累計期間は潜在株式が存在しな

いため、前第３四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

２．１株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半
期純損失(△)(百万円)

△189 127

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(△)(百万円)

△189 127

普通株式の期中平均株式数(千株) 22,003 21,998

　
第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △3.22円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －
　

１株当たり四半期純損失金額(△) △7.69円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －
　

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎
　

項目
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(△)
(百万円)

△70 △169

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失(△)(百万円) △70 △169

普通株式の期中平均株式数(千株) 22,001 21,997

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月15日

株式会社ナカヨ通信機

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    渡    辺    伸    啓    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    米    村    仁    志    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ナカヨ通信機の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ナカヨ通信機及び連結子会社の平成

21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月９日

株式会社ナカヨ通信機

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    渡    辺    伸    啓    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    米    村    仁    志    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ナカヨ通信機の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ナカヨ通信機及び連結子会社の平成

22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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